
公正な採用選考のために～東京都では、就職の機会均等を確保するため、応募者本人の適性や能力に基づく公正な採用選考を推進しています。https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/kaizen/kosei/

【開催日時】 ２月14日（金）14時～16時　【開催形式】 オンライン開催（Zoomを予定）　【定員】 200名
【対　　象】 企業経営者、管理職、安全衛生担当者、人事労務担当者など

■第 1部 基調講演 「企業が知っておきたいカスハラの現状と対策」
登壇者：原 昌登 氏（成蹊大学法学部教授）

■第 2部 パネルディスカッション 「カスハラ対策の重要性」
登壇者：島崎 由香 氏（全日本空輸（株）CX推進室 CS 推進部 業務チーム）
　　　　齊木 茂人 氏（（公社）消費者関連専門会議（ACAP） 専務理事）
　　　　須之内 理史（東京都産業労働局雇用就業部 労働施策担当課長）

　東京都では、今年度、12月から２月を「ハラスメント防止対策集中取組期間」とし、特に 2月は、「カスタマー
ハラスメント防止対策月間」として位置づけ、企業の経営者、管理職等向けのシンポジウムを開催します。シンポジ
ウムでは、令和７年４月１日施行となる東京都カスタマー・ハラスメント防止条例をふまえ、現状や背景、企業が
とるべき対策など、専門家や様々な立場の方から解説いたします。 ぜひご視聴ください。

　東京都カスタマー・ハラスメント防止条例（令和６年東京都条例第 140 号）第 11 条第１項及び第２項の規定に基づき、
カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針（ガイドライン）を策定しました。（令和 6年 12月 25日公表） 
　指針（ガイドライン）では、カスタマー・ハラスメントの内容に関する事項、顧客等、就業者及び事業者の責務に関する事項、
都の施策に関する事項、事業者の取組に関する事項その他カスタマー・ハラスメントを防止するために必要な事
項について定めています。
※指針（ガイドライン）の本文は「TOKYOはたらくネット」に掲載しています。
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2024年 年末一時金要求・妥結状況 最終集計結果
令和６年 労働組合基礎調査結果（東京都分）発表
東京労働局からのお知らせ
はたらく女性スクエア・東京はたじょセミナーのご案内
しごとを探している方のためのセミナー・就職面接会等

P２
P3
P 4
P 5
P 6

※初めて東京しごとセンター・東京しごとセンター多摩をご利用の方は、事前に利用者登録をしていただきます。
※セミナー等の募集は、原則として、先着順での受付となります。
※記載されているセミナーは、中止または延期等の場合があります。必ず、　　で最新情報をご確認ください。
※一部のセミナーは　　から申し込み可能です。

東京しごとセンター 　https://www.tokyoshigoto.jp
東京しごとセンター多摩 　https://www.tokyoshigoto.jp/tama/

東京しごとセンター

▲

東京しごとセンター多摩

▲
　ライフ・ワーク・バランスの実現に向けた総合展です。専門家等に
よる講演やパネルディスカッション、ブース展示など役立つ情報が
盛りだくさんです。認定企業の授与式も開催します。
リアル展示会 （一部LIVE配信あり）
　[日時] ２月６日(木) 10時～18時
　[場所] 新宿住友ビル三角広場
オンライン展示会（バーチャル展示会）
　[期間] ２月14日(金)～３月７日（金）

　家庭と仕事の両立に関し優れた取組を実施してい
る企業との合同就職面接会です。女性の活躍を応援
する著名人によるトークショーもあります。
〔日時〕 ２月6日（木）～8日（土）
 第１部：10時～13時 トークショー：13時15分～14時
 第２部：14時～17時
〔会場〕 新宿住友ビルB２・B1F 新宿住友ホール

TOPICS カスタマーハラスメント防止対策シンポジウムを開催します !
 ～ 2月はカスタマーハラスメント防止対策月間です～
カスタマーハラスメント防止対策シンポジウムを開催します !
 ～ 2月はカスタマーハラスメント防止対策月間です～

◆東京しごとセンター（千代田区飯田橋3-10-3）のセミナー・就職面接会等
対象 講習・セミナー名 内　容 日　時 会　場 定員 申 込 先

34歳以下 とうきょうJOBフェスタ
事前準備なしでも安心して参加でき
る企業説明会。後日、企業見学会も
開催。

２月28日（金） 
11時30分～15時45分 東京しごとセンター 40人 ヤングコーナー

03（5211）6351

全年齢

デジタル・ビジネス
スキル習得支援事業 
「飯田橋2週間コース」就職に向け、オンラインツールやノーコード/ローコード開発など

の習得を目指す講座。
3月12日(水)～26日(水) 
9時30分～16時

飯田橋センタービル4階
（千代田区飯田橋１-12-7） 20人 デジタル・ビジネス

スキル習得支援事業
事務局 
0120-038-031同「立川2週間コース」 ふどうやビル10階 

（立川市曙町２-10-1） 15人

ローコードによる
アプリ作成スキル
習得支援事業 
「3月コース」

早期の就職を目指し、ノーコード/
ローコードによるアプリ作成スキル
を習得する講座。

3月12日(水)～26日(水) 
9時30分～18時

TKP 新宿西口カンファ
レンスセンター
（新宿区西新宿 1-10-1  
ヨドバシ新宿西口駅前ビル）

25人
ローコードによる
アプリ作成スキル
習得支援事業事務局 
050（4560）3828

◆東京しごとセンター多摩（立川市柴崎町3-9-2  3階)のセミナー・就職面接会等
対象 講習・セミナー名 内　容 日　時 会　場 定員 申 込 先

34歳以下

既卒等若年者向け 
就職面接会 in 立川

各部５社程度参加の就職面接会。書
類選考なしで面接可能。ジョブコー
ディネーターのサポート有。

2月20日（木） 
午前の部 
11時30分～13時30分 
午後の部
14時30分～16時30分

東京しごとセンター多摩 各部
20人

東京しごとセンター
多摩
イベント・セミナー
予約
042（521）6761

若者と企業の交流会 
 in 調布

参加企業全てのブースを回り、企業
の担当者と気軽に会話。後日、企業
見学会・職場体験も開催。

2月26日（水） 
13時～16時25分

調布クレストンホテル 
（調布市小島町１－３８－１） 30人

全年齢

就職面接会 in 清瀬
参加企業20社程度。書類選考なし
で複数の企業と面接ができる。就
職支援アドバイザーが常駐。

2月13日（木） 
1部　10時～12時 
2部　14時～16時

清瀬市生涯学習センター 
（清瀬市元町1-2-11 
アミュービル）

各部
50人

面接対策セミナー 
in 府中

「職業興味テスト」で、〝適職〟を発見！
自分にふさわしい仕事や働き方を
みつける。

2月19日（水） 
14時～16時 府中市市民活動

センタープラッツ 
（府中市宮町 1-100 
ル・シーニュ）

30人

就職面接会 in 府中
参加企業20社程度。書類選考なし
で複数の企業と面接ができる。就
職支援アドバイザーが常駐。

2月27日（木） 
1部　10時～12時 
2部　14時～16時

各部
50人

おしごと応援フェア  
in 多摩市

就職支援セミナー・相談・企業面
接会等を1日で実施するイベント。
年齢層問わず気軽に参加可能。

2月18日(火) 
11時～16時15分

パルテノン多摩 
（多摩市落合 2-35） 80人

原　昌登 氏

齊木　茂人 氏島崎　由香 氏

カスタマーハラスメント防止対策シンポジウム

視聴は、TOKYOノーカスハラ支援ナビからお申込みください。
【問合せ先】「令和６年度 ハラスメント防止対策オンラインセミナー」事務局
　　　　　　 050（4560）4708

カスハラの現状と対策について、基礎知識とカスハラ防止条例の意義の観点から企業として
知るべきことを解説します。

様々な立場や視点からカスハラに対しての対策や事例を紹介し、改めてカス
ハラ対策の重要性をお伝えします。また、令和７年４月１日施行となる「東京
都カスタマー・ハラスメント防止条例」についても解説いたします。

～カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針（ガイドライン）の策定～

～自分らしい働き方をみつけに行こう～
私らしく働く合同就職面接会

ライフ・ワーク・バランス
EXPO東京 2025
専用ホームページ

私らしく働く合同就職面接会
専用ホームページ

TOKYOはたらくネット

TOKYOノーカスハラ支援ナビ

https://lwb-expo-2025.metro.tokyo.lg.jp/
https://jobfair-woman2025.metro.tokyo.lg.jp/?utm_source=gss&utm_medium=cpc&gad_source=1&gclid=EAIaIQobChMI0em737HgigMVLeQWBR1gKxa3EAAYASAAEgLAOPD_BwE
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/plan/kasuharashishin/index.html
https://www.nocushara.metro.tokyo.lg.jp/symposium/


調査結果は「TOKYOはたらくネット」調査統計のページに掲載しています。
【問合せ先】産業労働局 雇用就業部 労働環境課 　03(5320)4654

東京都産業労働局雇用就業部 ～東京都の雇用就業に関する総合WEBサイト～ TOKYOはたらくネット  https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/

■都内の労働組合数は6,421組合、組合員数は244万4,093人
　パートタイム労働者の組合員数は約2万6千人増加
　都内の労働組合数は6,421組合（前年比85組合減）、組合
員数は244万4,093人（前年比1万5，176人増）となりまし
た。都内労働組合の都内雇用者に占める推定組織率は25.4
％（前年同）となっています。【図表1】
　雇用形態別では、パートタイム労働者（※）の組合員数は
51万5,436人（前年比2万6,523人増）となっています。
※パートタイム労働者とは、正社員。正職員以外で、その事業所の一
般労働者より１日の所定労働時間が短い、１日の所定労働時間が
同じであっても1週の所定労働日数が少ない労働者又は事業所に
おいてパートタイマー、パート等を呼ばれている労働者をいう。

■大手企業に属する組合員が全体の7割弱
　規模「5,000人以上」が全体の48.3％、「1,000～4,999人」
が19.9％で、これら大手企業が全体の７割弱を占めていま
す。【図表2】

■組合員数が最も多い産業は「製造業」
　産業別組合員数をみると、「製造業」が33万7,534人（都内
組合員数の13.8％）で最も多く、続いて「卸売業、小売業」33
万6,981人（同13.8％）、「金融業､保険業」26万8､723人（同
11.0％）となっています。
　また、パートタイム労働者の組合員数を産業別にみると、
「宿泊業、飲食サービス業」が21万5,207人で最も多く、次い
で「卸売業、小売業」11万5,228人、「医療、福祉」7万979人
の順となっています。【図表3】

■都内主要労働団体への加盟状況
　都内主要労働団体への加盟状況をみると、「連合東京」は
2,455組合・127万13人となっており、組合員数では全体の
半数（52.0％）を占めています。「東京地評」は1,177組合・
18万8､275人、「東京労連」は892組合・10万487人、「東京
全労協」は339組合・3万18人となっています。
　また、これらのどこにも加盟していない「無加盟」は
2,672組合・97万8,006人でした。

令和６年労働組合基礎調査結果(東京都分)発表
労働組合数は前年より減少するも、組合員数は増加

令和６年労働組合基礎調査結果(東京都分)発表
労働組合数は前年より減少するも、組合員数は増加

◆労働組合基礎調査（東京都分）の概要◆ ※労働組合基礎調査（厚生労働省統計）の調査表情報を利用して都独自に集計
〔調査対象〕都内全域のすべての労働組合。ただし、集計は労働組合の基礎的単位である｢単位労働組合（注）｣の組合数及び組合員数
（注）規約上労働者が当該組織に個人加入する形式をとり、かつ、その内部に①独自の活動を行い得る下部組織（支部等）がない組
合、又は②独自の活動を行い得る下部組織（支部等）がある組合の最下部の組織
〔調査事項〕組合の名称、所在地、組合員数、加盟組織系統等　　〔調査期日〕令和６年６月30日現在
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図表１　単位労働組合数、組合員数及び推定組織率の推移

年
組合数 組合員数

組織率
(%)対前年

増減数
対前年増
減率 (%)

対前年
増減数

対前年増
減率 (%)

2015(平成27) 7,344 △ 125 △ 1.7 2,169,717 49,248 2.3 24.2

2016(平成28) 7,289 △ 55 △ 0.7 2,199,518 29,801 1.4 24.2

2017(平成29) 7,191 △ 98 △ 1.3 2,259,681 60,163 2.7 24.5

2018(平成30) 7,093 △ 98 △ 1.4 2,313,135 53,454 2.4 24.7

2019(令和 1) 6,907 △ 186 △ 2.6 2,332,386 19,251 0.8 24.5

2020(令和 2) 6,757 △ 150 △ 2.2 2,365,301 32,915 1.4 25.3

2021(令和 3) 6,583 △ 174 △ 2.6 2,361,811 △ 3,490 △ 0.1 25.2

2022(令和 4) 6,559 △ 24 △ 0.4 2,414,345 52,534 2.2 25.5

2023(令和 5) 6,506 △ 53 △ 0.8 2,428,917 14,572 0.6 25.4

2024(令和6) 6,421 △ 85 △ 1.3 2,444,093 15,176 0.6 25.4

図表３　産業別組織状況､パートタイム労働者の産業別組織状況

組合数 
（組合）

総組合員数 
（人）

パートタイム
労働者の 
組合員数 
（人）

総組合員数
に占める
パートタイム
労働者の割合 
(％）

全体　 6,421 2,444,093 515,436 21.1 

農業、林業 4 143 0 0.0 

漁業 14 1,454 0 0.0 

鉱業、採石業、砂利採取業 8 1,413 0 0.0 

建設業 329 215,577 157 0.1 

製造業 1,103 337,534 6,153 1.8 

電気 ･ガス・熱供給・水道業 117 17,647 169 1.0 

情報通信業 445 205,845 1,537 0.7 

運輸業、郵便業 1,046 209,102 10,792 5.2 

卸売業、小売業 760 336,981 115,228 34.2 

金融業、保険業 470 268,723 9,134 3.4 

不動産業、物品賃貸業 73 53,890 29,162 54.1 

学術研究、専門・技術サービス業 237 39,846 304 0.8 

宿泊業、飲食サービス業 99 250,305 215,207 86.0 

生活関連サービス業、娯楽業 109 53,386 13,176 24.7 

教育、学習支援業 402 77,999 20,863 26.7 

医療、福祉 407 143,042 70,979 49.6 

複合サービス事業 59 7,605 1,334 17.5 

サービス業 (その他 ) 348 118,108 15,475 13.1 

公務 245 74,568 4,394 5.9 

分類不能の産業 146 30,925 1,372 4.4 
※構成比については、端数処理のため合計が 100％とならない場合がある。

 調査結果は「TOKYOはたらくネット」調査統計のページに掲載しています。
【問合せ先】産業労働局 雇用就業部 労働環境課　 03(5320)4654

2024年 年末一時金要求・妥結状況（12月12日現在)最終集計結果
冬のボーナス 平均妥結額866,502円(2.57か月分相当） 対前年比33,129円(3.98％)増

2024年 年末一時金要求・妥結状況（12月12日現在)最終集計結果
冬のボーナス 平均妥結額866,502円(2.57か月分相当） 対前年比33,129円(3.98％)増

　東京都が都内民間労働組合を対象に行った「年末一時金要求・妥結状況調査」最終集計結果によると、平均妥結額は
866,502円で、これは平均賃金の2.57か月分に相当します。同一労組の前年妥結額との比較では、33,129円増加（3.98％
増）となりました。
　産業別・業種別では、対前年比が最も高かったのは「情報サービス業」（+16.19％）、以下「宿泊業・飲食サービス業」
（+10.33％）、「建設業」（+8.24％）となっています。一方、対前年比が最も低かったのは「教育、学習支援」（△4.43％）、続い
て「私鉄・バス」（△3.88％）「道路貨物輸送」（△2.15％）となっています。
 2024年12月12日　現在

要　　　求 妥　　結
平均
年齢 平均賃金 件数 平均額 対前年比 前年額 賃上げ

率
平均
年齢 平均賃金 件数 平均額 対前年比 前年額 賃上げ

率
漁 業  35.0 278,360 1 765,490 26.92 603,114  2.75  35.0 278,360 1 765,490 43.08 535,021  2.75 
鉱業、採石業、砂利採取業  39.9 350,000 1 1,144,500 △ 1.90 1,166,726  3.27  39.9 350,000 1 1,144,500 △ 1.90 1,166,726  3.27 
建 設 業  37.9 441,799 19 1,197,011 9.49 1,093,223  2.71  38.0 446,261 18 1,202,133 8.24 1,110,579  2.69 
製 造 業  40.4 337,136 205 942,535 5.00 897,673  2.80  40.5 338,310 195 918,316 4.30 880,455  2.71 

内
　
　
　訳

食 料 品、 た ば こ  38.7 319,453 21 883,420 4.93 841,942  2.77  38.5 322,527 18 852,423 7.23 794,936  2.64 
繊 維 、 衣 服  42.3 325,836 5 728,644 △ 3.83 757,664  2.24  42.3 325,836 5 703,917 △ 2.10 719,004  2.16 
木 材、 家 具 装 備 品  41.0 327,236 1 785,366 1.31 775,200  2.40  41.0 327,236 1 785,366 1.31 775,200  2.40 
パルプ、紙、紙製品  43.3 291,210 4 718,362 7.57 667,812  2.47  43.3 291,210 4 670,136 16.58 574,817  2.30 
印 刷・ 同 関 連  40.4 323,958 12 824,740 2.82 802,147  2.55  40.4 325,239 11 795,659 2.62 775,374  2.45 
化 学 工 業  38.7 350,115 30 936,960 2.88 910,715  2.68  38.7 350,678 29 914,763 1.20 903,908  2.61 
石 油  ・ 石 炭 製 品  35.0 276,292 1 828,876 △ 1.78 843,885  3.00  35.0 276,292 1 828,876 △ 1.78 843,885  3.00 
プ ラ スチック製品 － － － － － － － － － － － － － －
ゴ ム 製 品  38.9 319,811 5 742,914 1.88 729,201  2.32  38.9 319,811 5 735,513 0.82 729,522  2.30 
な め し 革・ 毛 皮 － － － － － － － － － － － － － －
窯 業・ 土 石 製 品  38.6 313,353 8 760,915 4.67 726,973  2.43  38.6 313,353 8 748,282 6.84 700,408  2.39 
鉄 鋼 業  38.3 293,520 9 971,315 △ 1.17 982,783  3.31  38.3 293,520 9 963,241 △ 0.13 964,514  3.28 
非 鉄 金 属  39.0 308,194 4 890,060 △ 16.47 1,065,576  2.89  39.0 308,194 4 879,767 △ 17.41 1,065,228  2.85 
金 属 製 品  39.0 267,802 5 729,599 3.42 705,459  2.72  39.0 267,802 5 662,519 7.72 615,061  2.47 
機 械 器 具 製 造 業  40.6 350,126 44 1,022,102 6.08 963,482  2.92  40.6 351,428 42 1,003,613 6.79 939,805  2.86 
電子部品・デバイス・電子回路製造業  40.7 342,714 20 980,224 4.98 933,719  2.86  40.7 343,905 18 963,910 6.04 908,967  2.80 
電 気 機 械 器 具  41.8 331,427 6 1,022,348 6.63 958,775  3.08  41.8 331,427 6 1,030,244 7.44 958,860  3.11 
情報通信機械器具製造業  42.5 348,331 10 910,140 5.30 864,337  2.61  42.5 348,331 10 894,326 5.01 851,651  2.57 
輸 送 用 機 械 器 具  39.5 334,036 14 961,366 8.11 889,217  2.88  39.4 334,224 13 902,255 2.91 876,750  2.70 
そ の 他 製 造  42.7 337,507 6 870,454 3.00 845,095  2.58  42.7 337,507 6 845,292 3.48 816,887  2.50 

電気・ガス ･熱供給 ･水道業  35.8 316,027 1 737,000 2.15 721,500  2.33  35.8 316,027 1 657,000 9.26 601,300  2.08 
情 報 通 信 業  41.4 374,938 47 1,154,172 11.55 1,034,660  3.08  41.4 374,763 44 1,078,579 12.24 960,971  2.88 

内
訳

通 信 ・ 放 送  39.0 337,704 1 878,030 6.98 820,759  2.60  39.0 337,704 1 839,450 6.24 790,127  2.49 
情 報 サ ー ビ ス  41.1 342,433 15 1,074,269 15.82 927,566  3.14  41.1 342,433 15 1,031,148 16.19 887,452  3.01 
情報制作（出版等） 41.9 436,855 31 1,307,199 5.50 1,239,061  2.99  41.9 438,010 28 1,172,220 6.06 1,105,197  2.68 

運 輸 業、 郵 便 業  42.3 313,360 37 844,672 △ 0.59 849,717  2.70  41.0 309,053 33 742,605 △ 3.10 766,342  2.40 

内
訳

私 鉄 ・ バ ス  40.7 319,602 11 899,990 △ 2.01 918,477  2.82  40.7 319,602 11 789,026 △ 3.88 820,877  2.47 
道 路 貨 物 運 送  44.7 307,270 14 768,162 0.76 762,404  2.50  44.1 267,680 11 476,450 △ 2.15 486,941  1.78 
そ の 他 運 輸  36.2 307,029 12 994,071 3.08 964,404  3.24  36.0 304,091 11 951,233 3.37 920,247  3.13 

卸 売 ・ 小 売 業  43.3 310,593 48 702,553 5.01 669,058  2.26  43.2 311,096 42 659,842 2.98 640,768  2.12 
金 融 ・ 保 険 業  37.6 323,942 5 704,970 4.77 672,891  2.18  37.6 323,942 5 699,034 5.44 662,998  2.16 
不動産業、物品賃貸業  40.7 318,758 1 286,882 0.00 286,882  0.90  40.7 318,758 1 286,882 0.00 286,882  0.90 
学術研究、専門 ･技術サービス業  39.2 305,184 11 732,207 △ 0.11 733,002  2.40  38.9 306,854 9 713,224 5.29 677,377  2.32 
宿泊業、飲食サービス業  40.0 293,938 14 616,742 4.93 587,767  2.10  39.5 299,454 13 617,134 10.33 559,372  2.06 
生活関連サービス業、娯楽業  37.7 292,685 4 664,257 △ 5.82 705,295  2.27  37.7 292,685 4 479,182 △ 39.50 792,052  1.64 
医 療 、 福 祉  41.1 306,509 13 911,189 1.23 900,103  2.97  41.4 312,722 10 604,911 1.40 596,573  1.93 
教 育、 学 習 支 援  46.7 493,578 17 1,631,352 △ 3.52 1,690,912  3.31  46.9 495,012 15 1,474,416 △ 4.43 1,542,769  2.98 
複 合 サ ー ビ ス 事 業  48.2 227,566 2 629,491 4.63 601,611  2.77  48.2 227,566 2 620,274 3.10 601,611  2.73 
サ ー ビス業（その他） 42.3 314,979 9 798,183 △ 0.18 799,598  2.53  42.5 314,903 7 769,134 1.66 756,556  2.44 
総 平 均  41.1 335,626 435 906,281 4.57 866,665  2.70  40.9 337,775 401 866,502 3.98 833,373  2.57 
( 注 )  （1）金額は原則として組合員平均である。
　　　（2）平均賃金は基準内賃金である（毎月決まって支給されているもので通勤費を除いたもの）。
　　　（3）加重平均とは組合員一人当たりの平均である。
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調査結果は「TOKYOはたらくネット」調査統計のページに掲載しています。
【問合せ先】産業労働局 雇用就業部 労働環境課 　03(5320)4654

東京都産業労働局雇用就業部 ～東京都の雇用就業に関する総合WEBサイト～ TOKYOはたらくネット  https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/

■都内の労働組合数は6,421組合、組合員数は244万4,093人
　パートタイム労働者の組合員数は約2万6千人増加
　都内の労働組合数は6,421組合（前年比85組合減）、組合
員数は244万4,093人（前年比1万5，176人増）となりまし
た。都内労働組合の都内雇用者に占める推定組織率は25.4
％（前年同）となっています。【図表1】
　雇用形態別では、パートタイム労働者（※）の組合員数は
51万5,436人（前年比2万6,523人増）となっています。
※パートタイム労働者とは、正社員。正職員以外で、その事業所の一
般労働者より１日の所定労働時間が短い、１日の所定労働時間が
同じであっても1週の所定労働日数が少ない労働者又は事業所に
おいてパートタイマー、パート等を呼ばれている労働者をいう。

■大手企業に属する組合員が全体の7割弱
　規模「5,000人以上」が全体の48.3％、「1,000～4,999人」
が19.9％で、これら大手企業が全体の７割弱を占めていま
す。【図表2】

■組合員数が最も多い産業は「製造業」
　産業別組合員数をみると、「製造業」が33万7,534人（都内
組合員数の13.8％）で最も多く、続いて「卸売業、小売業」33
万6,981人（同13.8％）、「金融業､保険業」26万8､723人（同
11.0％）となっています。
　また、パートタイム労働者の組合員数を産業別にみると、
「宿泊業、飲食サービス業」が21万5,207人で最も多く、次い
で「卸売業、小売業」11万5,228人、「医療、福祉」7万979人
の順となっています。【図表3】

■都内主要労働団体への加盟状況
　都内主要労働団体への加盟状況をみると、「連合東京」は
2,455組合・127万13人となっており、組合員数では全体の
半数（52.0％）を占めています。「東京地評」は1,177組合・
18万8､275人、「東京労連」は892組合・10万487人、「東京
全労協」は339組合・3万18人となっています。
　また、これらのどこにも加盟していない「無加盟」は
2,672組合・97万8,006人でした。

令和６年労働組合基礎調査結果(東京都分)発表
労働組合数は前年より減少するも、組合員数は増加

令和６年労働組合基礎調査結果(東京都分)発表
労働組合数は前年より減少するも、組合員数は増加

◆労働組合基礎調査（東京都分）の概要◆ ※労働組合基礎調査（厚生労働省統計）の調査表情報を利用して都独自に集計
〔調査対象〕都内全域のすべての労働組合。ただし、集計は労働組合の基礎的単位である｢単位労働組合（注）｣の組合数及び組合員数
（注）規約上労働者が当該組織に個人加入する形式をとり、かつ、その内部に①独自の活動を行い得る下部組織（支部等）がない組
合、又は②独自の活動を行い得る下部組織（支部等）がある組合の最下部の組織
〔調査事項〕組合の名称、所在地、組合員数、加盟組織系統等　　〔調査期日〕令和６年６月30日現在

とうきょうの労働　令和7年（2025年）１月24日　第1429号

図表１　単位労働組合数、組合員数及び推定組織率の推移

年
組合数 組合員数

組織率
(%)対前年

増減数
対前年増
減率 (%)

対前年
増減数

対前年増
減率 (%)

2015(平成27) 7,344 △ 125 △ 1.7 2,169,717 49,248 2.3 24.2

2016(平成28) 7,289 △ 55 △ 0.7 2,199,518 29,801 1.4 24.2

2017(平成29) 7,191 △ 98 △ 1.3 2,259,681 60,163 2.7 24.5

2018(平成30) 7,093 △ 98 △ 1.4 2,313,135 53,454 2.4 24.7

2019(令和 1) 6,907 △ 186 △ 2.6 2,332,386 19,251 0.8 24.5

2020(令和 2) 6,757 △ 150 △ 2.2 2,365,301 32,915 1.4 25.3

2021(令和 3) 6,583 △ 174 △ 2.6 2,361,811 △ 3,490 △ 0.1 25.2

2022(令和 4) 6,559 △ 24 △ 0.4 2,414,345 52,534 2.2 25.5

2023(令和 5) 6,506 △ 53 △ 0.8 2,428,917 14,572 0.6 25.4

2024(令和6) 6,421 △ 85 △ 1.3 2,444,093 15,176 0.6 25.4

図表３　産業別組織状況､パートタイム労働者の産業別組織状況

組合数 
（組合）

総組合員数 
（人）

パートタイム
労働者の 
組合員数 
（人）

総組合員数
に占める
パートタイム
労働者の割合 
(％）

全体　 6,421 2,444,093 515,436 21.1 

農業、林業 4 143 0 0.0 

漁業 14 1,454 0 0.0 

鉱業、採石業、砂利採取業 8 1,413 0 0.0 

建設業 329 215,577 157 0.1 

製造業 1,103 337,534 6,153 1.8 

電気 ･ガス・熱供給・水道業 117 17,647 169 1.0 

情報通信業 445 205,845 1,537 0.7 

運輸業、郵便業 1,046 209,102 10,792 5.2 

卸売業、小売業 760 336,981 115,228 34.2 

金融業、保険業 470 268,723 9,134 3.4 

不動産業、物品賃貸業 73 53,890 29,162 54.1 

学術研究、専門・技術サービス業 237 39,846 304 0.8 

宿泊業、飲食サービス業 99 250,305 215,207 86.0 

生活関連サービス業、娯楽業 109 53,386 13,176 24.7 

教育、学習支援業 402 77,999 20,863 26.7 

医療、福祉 407 143,042 70,979 49.6 

複合サービス事業 59 7,605 1,334 17.5 

サービス業 (その他 ) 348 118,108 15,475 13.1 

公務 245 74,568 4,394 5.9 

分類不能の産業 146 30,925 1,372 4.4 
※構成比については、端数処理のため合計が 100％とならない場合がある。

 調査結果は「TOKYOはたらくネット」調査統計のページに掲載しています。
【問合せ先】産業労働局 雇用就業部 労働環境課　 03(5320)4654

2024年 年末一時金要求・妥結状況（12月12日現在)最終集計結果
冬のボーナス 平均妥結額866,502円(2.57か月分相当） 対前年比33,129円(3.98％)増

2024年 年末一時金要求・妥結状況（12月12日現在)最終集計結果
冬のボーナス 平均妥結額866,502円(2.57か月分相当） 対前年比33,129円(3.98％)増

　東京都が都内民間労働組合を対象に行った「年末一時金要求・妥結状況調査」最終集計結果によると、平均妥結額は
866,502円で、これは平均賃金の2.57か月分に相当します。同一労組の前年妥結額との比較では、33,129円増加（3.98％
増）となりました。
　産業別・業種別では、対前年比が最も高かったのは「情報サービス業」（+16.19％）、以下「宿泊業・飲食サービス業」
（+10.33％）、「建設業」（+8.24％）となっています。一方、対前年比が最も低かったのは「教育、学習支援」（△4.43％）、続い
て「私鉄・バス」（△3.88％）「道路貨物輸送」（△2.15％）となっています。
 2024年12月12日　現在

要　　　求 妥　　結
平均
年齢 平均賃金 件数 平均額 対前年比 前年額 賃上げ

率
平均
年齢 平均賃金 件数 平均額 対前年比 前年額 賃上げ

率
漁 業  35.0 278,360 1 765,490 26.92 603,114  2.75  35.0 278,360 1 765,490 43.08 535,021  2.75 
鉱業、採石業、砂利採取業  39.9 350,000 1 1,144,500 △ 1.90 1,166,726  3.27  39.9 350,000 1 1,144,500 △ 1.90 1,166,726  3.27 
建 設 業  37.9 441,799 19 1,197,011 9.49 1,093,223  2.71  38.0 446,261 18 1,202,133 8.24 1,110,579  2.69 
製 造 業  40.4 337,136 205 942,535 5.00 897,673  2.80  40.5 338,310 195 918,316 4.30 880,455  2.71 

内
　
　
　訳

食 料 品、 た ば こ  38.7 319,453 21 883,420 4.93 841,942  2.77  38.5 322,527 18 852,423 7.23 794,936  2.64 
繊 維 、 衣 服  42.3 325,836 5 728,644 △ 3.83 757,664  2.24  42.3 325,836 5 703,917 △ 2.10 719,004  2.16 
木 材、 家 具 装 備 品  41.0 327,236 1 785,366 1.31 775,200  2.40  41.0 327,236 1 785,366 1.31 775,200  2.40 
パルプ、紙、紙製品  43.3 291,210 4 718,362 7.57 667,812  2.47  43.3 291,210 4 670,136 16.58 574,817  2.30 
印 刷・ 同 関 連  40.4 323,958 12 824,740 2.82 802,147  2.55  40.4 325,239 11 795,659 2.62 775,374  2.45 
化 学 工 業  38.7 350,115 30 936,960 2.88 910,715  2.68  38.7 350,678 29 914,763 1.20 903,908  2.61 
石 油  ・ 石 炭 製 品  35.0 276,292 1 828,876 △ 1.78 843,885  3.00  35.0 276,292 1 828,876 △ 1.78 843,885  3.00 
プ ラ スチック製品 － － － － － － － － － － － － － －
ゴ ム 製 品  38.9 319,811 5 742,914 1.88 729,201  2.32  38.9 319,811 5 735,513 0.82 729,522  2.30 
な め し 革・ 毛 皮 － － － － － － － － － － － － － －
窯 業・ 土 石 製 品  38.6 313,353 8 760,915 4.67 726,973  2.43  38.6 313,353 8 748,282 6.84 700,408  2.39 
鉄 鋼 業  38.3 293,520 9 971,315 △ 1.17 982,783  3.31  38.3 293,520 9 963,241 △ 0.13 964,514  3.28 
非 鉄 金 属  39.0 308,194 4 890,060 △ 16.47 1,065,576  2.89  39.0 308,194 4 879,767 △ 17.41 1,065,228  2.85 
金 属 製 品  39.0 267,802 5 729,599 3.42 705,459  2.72  39.0 267,802 5 662,519 7.72 615,061  2.47 
機 械 器 具 製 造 業  40.6 350,126 44 1,022,102 6.08 963,482  2.92  40.6 351,428 42 1,003,613 6.79 939,805  2.86 
電子部品・デバイス・電子回路製造業  40.7 342,714 20 980,224 4.98 933,719  2.86  40.7 343,905 18 963,910 6.04 908,967  2.80 
電 気 機 械 器 具  41.8 331,427 6 1,022,348 6.63 958,775  3.08  41.8 331,427 6 1,030,244 7.44 958,860  3.11 
情報通信機械器具製造業  42.5 348,331 10 910,140 5.30 864,337  2.61  42.5 348,331 10 894,326 5.01 851,651  2.57 
輸 送 用 機 械 器 具  39.5 334,036 14 961,366 8.11 889,217  2.88  39.4 334,224 13 902,255 2.91 876,750  2.70 
そ の 他 製 造  42.7 337,507 6 870,454 3.00 845,095  2.58  42.7 337,507 6 845,292 3.48 816,887  2.50 

電気・ガス ･熱供給 ･水道業  35.8 316,027 1 737,000 2.15 721,500  2.33  35.8 316,027 1 657,000 9.26 601,300  2.08 
情 報 通 信 業  41.4 374,938 47 1,154,172 11.55 1,034,660  3.08  41.4 374,763 44 1,078,579 12.24 960,971  2.88 

内
訳

通 信 ・ 放 送  39.0 337,704 1 878,030 6.98 820,759  2.60  39.0 337,704 1 839,450 6.24 790,127  2.49 
情 報 サ ー ビ ス  41.1 342,433 15 1,074,269 15.82 927,566  3.14  41.1 342,433 15 1,031,148 16.19 887,452  3.01 
情報制作（出版等） 41.9 436,855 31 1,307,199 5.50 1,239,061  2.99  41.9 438,010 28 1,172,220 6.06 1,105,197  2.68 

運 輸 業、 郵 便 業  42.3 313,360 37 844,672 △ 0.59 849,717  2.70  41.0 309,053 33 742,605 △ 3.10 766,342  2.40 

内
訳

私 鉄 ・ バ ス  40.7 319,602 11 899,990 △ 2.01 918,477  2.82  40.7 319,602 11 789,026 △ 3.88 820,877  2.47 
道 路 貨 物 運 送  44.7 307,270 14 768,162 0.76 762,404  2.50  44.1 267,680 11 476,450 △ 2.15 486,941  1.78 
そ の 他 運 輸  36.2 307,029 12 994,071 3.08 964,404  3.24  36.0 304,091 11 951,233 3.37 920,247  3.13 

卸 売 ・ 小 売 業  43.3 310,593 48 702,553 5.01 669,058  2.26  43.2 311,096 42 659,842 2.98 640,768  2.12 
金 融 ・ 保 険 業  37.6 323,942 5 704,970 4.77 672,891  2.18  37.6 323,942 5 699,034 5.44 662,998  2.16 
不動産業、物品賃貸業  40.7 318,758 1 286,882 0.00 286,882  0.90  40.7 318,758 1 286,882 0.00 286,882  0.90 
学術研究、専門 ･技術サービス業  39.2 305,184 11 732,207 △ 0.11 733,002  2.40  38.9 306,854 9 713,224 5.29 677,377  2.32 
宿泊業、飲食サービス業  40.0 293,938 14 616,742 4.93 587,767  2.10  39.5 299,454 13 617,134 10.33 559,372  2.06 
生活関連サービス業、娯楽業  37.7 292,685 4 664,257 △ 5.82 705,295  2.27  37.7 292,685 4 479,182 △ 39.50 792,052  1.64 
医 療 、 福 祉  41.1 306,509 13 911,189 1.23 900,103  2.97  41.4 312,722 10 604,911 1.40 596,573  1.93 
教 育、 学 習 支 援  46.7 493,578 17 1,631,352 △ 3.52 1,690,912  3.31  46.9 495,012 15 1,474,416 △ 4.43 1,542,769  2.98 
複 合 サ ー ビ ス 事 業  48.2 227,566 2 629,491 4.63 601,611  2.77  48.2 227,566 2 620,274 3.10 601,611  2.73 
サ ー ビス業（その他） 42.3 314,979 9 798,183 △ 0.18 799,598  2.53  42.5 314,903 7 769,134 1.66 756,556  2.44 
総 平 均  41.1 335,626 435 906,281 4.57 866,665  2.70  40.9 337,775 401 866,502 3.98 833,373  2.57 
( 注 )  （1）金額は原則として組合員平均である。
　　　（2）平均賃金は基準内賃金である（毎月決まって支給されているもので通勤費を除いたもの）。
　　　（3）加重平均とは組合員一人当たりの平均である。
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育業パパ・ママ
復帰オンラインセミナー
(オンデマンド）
配信中

■育業復帰の経験談と育児・介護休業法のポイント■
　育業中の方が、復帰後の日常を想像できるように、育業から復帰された先輩が経験
談をお話します。また、サポート制度をうまく活用できるように、育児・介護休業法の
両立支援制度について専門家がわかりやすく解説します。

［配信期間］ 令和７年10月31日（金）まで

［講習内容］　中小企業の”価値“を高める経営戦略、プログラミング【初級】、汎用旋盤【初級】、第一種衛生管理者受験対策、
第二種電気工事士(学科)受験対策など54コース

［対　　象］　現在、主に中小企業で働いている方で、都内に在住または在勤の方
［会　　場］　各職業能力開発センター・校  　　　［費　　用］　授業料1,100円～6,500円（他に教科書を各自購入）
［申　　込］　2月1日（土）～10日（月）に、ホームページ又は往復はがきお申込みできます。
　　　　　　往復はがきの場合は、講習を実施するセンター・ 校へ直接お申込みください。　※期間内必着のこと
　※このほかZoom ウェビナーによるオンラインでの講習も随時実施しています。
 詳細は「TOKYOはたらくネット」キャリアアップ講習のページをご覧ください。
【問合せ先】産業労働局 雇用就業部 能力開発課　 03（5320）4719

東京都立職業能力開発センターからのお知らせ

◆ キャリアアップ講習2月受付 ◆
※主に平日夜間や休日に実施します。～スキルアップや資格試験受験対策等のための短期講習～

東京都産業労働局雇用就業部

東京労働局からのお知らせ https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/

～東京都の雇用就業に関する総合WEBサイト～ TOKYOはたらくネット  https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/

2月は「化学物質管理強調月間」です

　「化学物質管理強調月間」は、職場における危険・有害な
化学物質管理の重要性に関する意識の高揚を広く一般に
図るとともに、化学物質管理活動の定着を図ることを目
的に毎年2月に実施することとしており、本年度が初め
ての実施となります。

■本年度のスローガン
　正しく理解 正しく管理 化学物質と向き合おう

■期間 2月1日から2月28日

■事業者による実施事項

【問合せ先】東京労働局 労働基準部 健康課
　　　　　　　　　　　　　　　　　 03（3512）1616

【問合せ先】 東京労働局 雇用環境・均等部 指導課 　 03 (3512)1611

◆改正ポイント⑦：【育児・介護休業法】育児休業取得状況公表義務の対象企業拡大
　男性の育児休業の更なる取得促進のため、育児休業取得状況（育児休業等の取得率）の公表義務が、現在の従業員数1,000
人超の事業主から300人超の事業主に対象を拡大します（令和７年４月～）。
◆改正ポイント⑧：【次世代法】育児休業取得等に関する状況把握・数値目標設定の義務付け
　従業員数100人超の事業主が一般事業主行動計画を策定・変更するときは、育児休業取得状況や労働時間の状況などを
把握しなければなりません。さらに、把握した状況を踏まえ、改善すべき事情を分析した上で、その結果を勘案して「定量
的な数値目標」を定めなければなりません（令和７年４月～）。

育児・介護休業法等の改正ポイントのご紹介　～育児休業取得状況編～

　ハロートレーニングとは、仕事をお探しの方を対象と
した公的な職業訓練制度です。
　受講料は原則無料（テキスト代等は自己負担）で、身に
つけたいスキルに合わせた多数のコースをご用意して
います。
　応募資格等の詳細は、東京労働局ホームページや住所
を管轄するハローワークまでお問い合わせください。

ハロートレーニングのご案内

【募集情報】
＜求職者支援訓練＞3月19日開講
（募集期間：1月29日～2月13日）
＜公共職業訓練＞施設内訓練（職業能力開発センター）
4月入校生（追加募集期間：2月25日～3月7日）

訓練情報はこちら
キャラクター
「ハロトレくん」

連載

① 製造し、又は取り扱っている化学物質の把握及び化学物質
の安全データシート（以下「ＳＤＳ」という）等による危険有
害性等の確認

② 特定化学物質障害予防規則等の特別規制、石綿障害予防規
則の遵守の徹底

③ ラベル表示・SDS交付、リスクアセスメントの実施等
④ 化学物質管理者の選任状況の確認
⑤ 日常の化学物質管理の総点検
⑥ 事業者又は化学物質管理者による職場巡視
⑦ スローガン等の掲示
⑧ 有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊急時の
災害を想定した実地訓練等の実施

⑨ 化学物質管理に関する講習会・見学会等の開催、作文・写
真・標語等の掲示、その他化学物質管理への意識高揚のため
の行事等の実施

★東京労働局では１月に「改正育児・介護休業法等説明会」を参集式とオンラインで開催します！
　詳しくは東京労働局改正法特設ページをご覧ください。
★東京労働局公式チャンネルにて、「東京労働局オリジナル育児・介護と仕事の両立のための従業
員研修動画」を公開しました。ぜひ従業員研修にご活用ください。

　東京都では、中小企業における賃金制度や休暇制度を整備・充実
することを目的に、中小企業労使の方々等に活用いただく資料と
して、毎年、都内中小企業（従業員数10人～299人）における賃金等
の実態を調査しています。 毎年調査している「賃金」「賞与」等に、隔
年調査項目として、「退職金」を加えた令和6年の調査結果がまとま
りました。（調査時点 令和6年7月31日現在）

＜調査のポイント＞
〇所定内賃金は357,690円、所定外賃金は36,560円
〇過去1年間に定期昇給を実施した企業は78.0％、
ベースアップを実施した企業は58.4％

〇過去1年間の賞与は840,128円
〇モデル退職金（定年時）は高校卒9,741千円、大学
卒11,495千円

〇再雇用制度における最長雇用年齢を70歳以上と
している企業の割合は35.1％

調査の全文は「TOKYOはたらくネット」に掲載しています。
【問合せ先】 東京都労働相談情報センター
　 03（5211）2248

令和6年「中小企業の賃金・退職金事情」調査結果がまとまりました

70歳までの就業機会の確保のために
事業主が講ずべき措置（努力義務）があります

　改正高年齢者雇用安定法の施行（令和3年4月）により、こ
れまでの65歳までの雇用確保措置（義務）に加え、新たに65
歳から70歳までの就業機会を確保する措置を講じることが
努力義務となりました。このため、70歳までの定年引上げ、
定年の廃止、70歳までの継続雇用制度の導入、または、労使
で同意した上での創業支援等措置（継続的に業務委託契約
を締結する制度、社会貢献活動に従事できる制度）の導入の
いずれかを講じていただく取組みをお願いいたします。
　詳しくは、厚生労働省ホームページをご覧ください。

とうきょうの労働　令和7年（2025年）１月24日　第1429号

　「はたらく女性スクエア」は働く女性の活躍を支援する総合拠点として、キャリアアップや子育てと仕事の両立など、働く
女性の悩みに対する相談や、働く女性向けのセミナー（東京はたじょセミナー）を開催しています。ぜひご参加ください。
■はたらく全ての女性にWell-beingを‼～骨密度と生理のお話＆骨密度相談会～
【日時】２月５日（水） 測定&相談：17：30～、講演：18：30～20：30
【講師】慶應義塾大学SFC研究所上席所員 本田由佳先生
　健康科学者の視点から、女性の骨密度と生理を中心に、経験を踏まえながらお話しいただきます。
　講演前に骨密度測定とパーソナルスコア評価を行い、個別の相談に応じます。
■ストレスにさらされている働く女性のためのこころのセルフケア
【日時】２月28日（金） 18:30～20:30 【講師】カウンセラー・公認心理師 髙山直子先生
　ハラスメントやストレスから「自分を守る」方法についてお話しいただきます。

「はたらく女性スクエア」専用ホームページからお申込みください。
【問合せ先】はたらく女性スクエア（労働相談情報センター青山事務所）　 03（6427）7253

はたらく女性スクエア・東京はたじょセミナーのご案内

東京労働局
改正法特設ページ

TOKYOはたらくネット
キャリアアップ講習

「実施要綱」全文はこちら

厚生労働省ホームページ

はたらく女性スクエア

東京労働局公式
YouTube チャンネル

TOKYOはたらくネット

TOKYO
はたらくネット

https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/ikukai0611_00008.html
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/zaishokusha-kunren/carr_up/index.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001342208.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/koureisha/topics/tp120903-1_00001.html
https://www.joseisquare.metro.tokyo.lg.jp/
https://www.youtube.com/channel/UCKQmv6ePjH23Fpl0k4UH6XQ
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/sodan/seminar/ikukyu_online/index.html
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/sodan/chousa/chincho/index.html
https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/shokugyou_kunren/menu/shienkunren.html
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■育業復帰の経験談と育児・介護休業法のポイント■
　育業中の方が、復帰後の日常を想像できるように、育業から復帰された先輩が経験
談をお話します。また、サポート制度をうまく活用できるように、育児・介護休業法の
両立支援制度について専門家がわかりやすく解説します。

［配信期間］ 令和７年10月31日（金）まで

［講習内容］　中小企業の”価値“を高める経営戦略、プログラミング【初級】、汎用旋盤【初級】、第一種衛生管理者受験対策、
第二種電気工事士(学科)受験対策など54コース

［対　　象］　現在、主に中小企業で働いている方で、都内に在住または在勤の方
［会　　場］　各職業能力開発センター・校  　　　［費　　用］　授業料1,100円～6,500円（他に教科書を各自購入）
［申　　込］　2月1日（土）～10日（月）に、ホームページ又は往復はがきお申込みできます。
　　　　　　往復はがきの場合は、講習を実施するセンター・ 校へ直接お申込みください。　※期間内必着のこと
　※このほかZoom ウェビナーによるオンラインでの講習も随時実施しています。
 詳細は「TOKYOはたらくネット」キャリアアップ講習のページをご覧ください。
【問合せ先】産業労働局 雇用就業部 能力開発課　 03（5320）4719

東京都立職業能力開発センターからのお知らせ

◆ キャリアアップ講習2月受付 ◆
※主に平日夜間や休日に実施します。～スキルアップや資格試験受験対策等のための短期講習～

東京都産業労働局雇用就業部

東京労働局からのお知らせ https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/

～東京都の雇用就業に関する総合WEBサイト～ TOKYOはたらくネット  https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/

2月は「化学物質管理強調月間」です

　「化学物質管理強調月間」は、職場における危険・有害な
化学物質管理の重要性に関する意識の高揚を広く一般に
図るとともに、化学物質管理活動の定着を図ることを目
的に毎年2月に実施することとしており、本年度が初め
ての実施となります。

■本年度のスローガン
　正しく理解 正しく管理 化学物質と向き合おう

■期間 2月1日から2月28日

■事業者による実施事項

【問合せ先】東京労働局 労働基準部 健康課
　　　　　　　　　　　　　　　　　 03（3512）1616

【問合せ先】 東京労働局 雇用環境・均等部 指導課 　 03 (3512)1611

◆改正ポイント⑦：【育児・介護休業法】育児休業取得状況公表義務の対象企業拡大
　男性の育児休業の更なる取得促進のため、育児休業取得状況（育児休業等の取得率）の公表義務が、現在の従業員数1,000
人超の事業主から300人超の事業主に対象を拡大します（令和７年４月～）。
◆改正ポイント⑧：【次世代法】育児休業取得等に関する状況把握・数値目標設定の義務付け
　従業員数100人超の事業主が一般事業主行動計画を策定・変更するときは、育児休業取得状況や労働時間の状況などを
把握しなければなりません。さらに、把握した状況を踏まえ、改善すべき事情を分析した上で、その結果を勘案して「定量
的な数値目標」を定めなければなりません（令和７年４月～）。

育児・介護休業法等の改正ポイントのご紹介　～育児休業取得状況編～

　ハロートレーニングとは、仕事をお探しの方を対象と
した公的な職業訓練制度です。
　受講料は原則無料（テキスト代等は自己負担）で、身に
つけたいスキルに合わせた多数のコースをご用意して
います。
　応募資格等の詳細は、東京労働局ホームページや住所
を管轄するハローワークまでお問い合わせください。

ハロートレーニングのご案内

【募集情報】
＜求職者支援訓練＞3月19日開講
（募集期間：1月29日～2月13日）
＜公共職業訓練＞施設内訓練（職業能力開発センター）
4月入校生（追加募集期間：2月25日～3月7日）

訓練情報はこちら
キャラクター
「ハロトレくん」

連載

① 製造し、又は取り扱っている化学物質の把握及び化学物質
の安全データシート（以下「ＳＤＳ」という）等による危険有
害性等の確認

② 特定化学物質障害予防規則等の特別規制、石綿障害予防規
則の遵守の徹底

③ ラベル表示・SDS交付、リスクアセスメントの実施等
④ 化学物質管理者の選任状況の確認
⑤ 日常の化学物質管理の総点検
⑥ 事業者又は化学物質管理者による職場巡視
⑦ スローガン等の掲示
⑧ 有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊急時の
災害を想定した実地訓練等の実施

⑨ 化学物質管理に関する講習会・見学会等の開催、作文・写
真・標語等の掲示、その他化学物質管理への意識高揚のため
の行事等の実施

★東京労働局では１月に「改正育児・介護休業法等説明会」を参集式とオンラインで開催します！
　詳しくは東京労働局改正法特設ページをご覧ください。
★東京労働局公式チャンネルにて、「東京労働局オリジナル育児・介護と仕事の両立のための従業
員研修動画」を公開しました。ぜひ従業員研修にご活用ください。

　東京都では、中小企業における賃金制度や休暇制度を整備・充実
することを目的に、中小企業労使の方々等に活用いただく資料と
して、毎年、都内中小企業（従業員数10人～299人）における賃金等
の実態を調査しています。 毎年調査している「賃金」「賞与」等に、隔
年調査項目として、「退職金」を加えた令和6年の調査結果がまとま
りました。（調査時点 令和6年7月31日現在）

＜調査のポイント＞
〇所定内賃金は357,690円、所定外賃金は36,560円
〇過去1年間に定期昇給を実施した企業は78.0％、
ベースアップを実施した企業は58.4％

〇過去1年間の賞与は840,128円
〇モデル退職金（定年時）は高校卒9,741千円、大学
卒11,495千円

〇再雇用制度における最長雇用年齢を70歳以上と
している企業の割合は35.1％

調査の全文は「TOKYOはたらくネット」に掲載しています。
【問合せ先】 東京都労働相談情報センター
　 03（5211）2248

令和6年「中小企業の賃金・退職金事情」調査結果がまとまりました

70歳までの就業機会の確保のために
事業主が講ずべき措置（努力義務）があります

　改正高年齢者雇用安定法の施行（令和3年4月）により、こ
れまでの65歳までの雇用確保措置（義務）に加え、新たに65
歳から70歳までの就業機会を確保する措置を講じることが
努力義務となりました。このため、70歳までの定年引上げ、
定年の廃止、70歳までの継続雇用制度の導入、または、労使
で同意した上での創業支援等措置（継続的に業務委託契約
を締結する制度、社会貢献活動に従事できる制度）の導入の
いずれかを講じていただく取組みをお願いいたします。
　詳しくは、厚生労働省ホームページをご覧ください。

とうきょうの労働　令和7年（2025年）１月24日　第1429号

　「はたらく女性スクエア」は働く女性の活躍を支援する総合拠点として、キャリアアップや子育てと仕事の両立など、働く
女性の悩みに対する相談や、働く女性向けのセミナー（東京はたじょセミナー）を開催しています。ぜひご参加ください。
■はたらく全ての女性にWell-beingを‼～骨密度と生理のお話＆骨密度相談会～
【日時】２月５日（水） 測定&相談：17：30～、講演：18：30～20：30
【講師】慶應義塾大学SFC研究所上席所員 本田由佳先生
　健康科学者の視点から、女性の骨密度と生理を中心に、経験を踏まえながらお話しいただきます。
　講演前に骨密度測定とパーソナルスコア評価を行い、個別の相談に応じます。
■ストレスにさらされている働く女性のためのこころのセルフケア
【日時】２月28日（金） 18:30～20:30 【講師】カウンセラー・公認心理師 髙山直子先生
　ハラスメントやストレスから「自分を守る」方法についてお話しいただきます。

「はたらく女性スクエア」専用ホームページからお申込みください。
【問合せ先】はたらく女性スクエア（労働相談情報センター青山事務所）　 03（6427）7253

はたらく女性スクエア・東京はたじょセミナーのご案内

東京労働局
改正法特設ページ

TOKYOはたらくネット
キャリアアップ講習

「実施要綱」全文はこちら

厚生労働省ホームページ

はたらく女性スクエア

東京労働局公式
YouTube チャンネル

TOKYOはたらくネット

TOKYO
はたらくネット

https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/ikukai0611_00008.html
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/zaishokusha-kunren/carr_up/index.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001342208.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/koureisha/topics/tp120903-1_00001.html
https://www.joseisquare.metro.tokyo.lg.jp/
https://www.youtube.com/channel/UCKQmv6ePjH23Fpl0k4UH6XQ
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/sodan/seminar/ikukyu_online/index.html
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/sodan/chousa/chincho/index.html
https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/shokugyou_kunren/menu/shienkunren.html


公正な採用選考のために～東京都では、就職の機会均等を確保するため、応募者本人の適性や能力に基づく公正な採用選考を推進しています。https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/kaizen/kosei/

【開催日時】 ２月14日（金）14時～16時　【開催形式】 オンライン開催（Zoomを予定）　【定員】 200名
【対　　象】 企業経営者、管理職、安全衛生担当者、人事労務担当者など

■第 1部 基調講演 「企業が知っておきたいカスハラの現状と対策」
登壇者：原 昌登 氏（成蹊大学法学部教授）

■第 2部 パネルディスカッション 「カスハラ対策の重要性」
登壇者：島崎 由香 氏（全日本空輸（株）CX推進室 CS 推進部 業務チーム）
　　　　齊木 茂人 氏（（公社）消費者関連専門会議（ACAP） 専務理事）
　　　　須之内 理史（東京都産業労働局雇用就業部 労働施策担当課長）

　東京都では、今年度、12月から２月を「ハラスメント防止対策集中取組期間」とし、特に 2月は、「カスタマー
ハラスメント防止対策月間」として位置づけ、企業の経営者、管理職等向けのシンポジウムを開催します。シンポジ
ウムでは、令和７年４月１日施行となる東京都カスタマー・ハラスメント防止条例をふまえ、現状や背景、企業が
とるべき対策など、専門家や様々な立場の方から解説いたします。 ぜひご視聴ください。

　東京都カスタマー・ハラスメント防止条例（令和６年東京都条例第 140 号）第 11 条第１項及び第２項の規定に基づき、
カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針（ガイドライン）を策定しました。（令和 6年 12月 25日公表） 
　指針（ガイドライン）では、カスタマー・ハラスメントの内容に関する事項、顧客等、就業者及び事業者の責務に関する事項、
都の施策に関する事項、事業者の取組に関する事項その他カスタマー・ハラスメントを防止するために必要な事
項について定めています。
※指針（ガイドライン）の本文は「TOKYOはたらくネット」に掲載しています。

東京都産業労働局雇用就業部

しごとを探している方のためのセミナー・就職面接会等 公財 東京しごと財団
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東京都の雇用就業に関する総合WEBサイト
TOKYOはたらくネット

https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/

2024年 年末一時金要求・妥結調査 最終集計結果
令和６年 労働組合基礎調査結果（東京都分）発表
東京労働局からのお知らせ
はたらく女性スクエア・東京はたじょセミナーのご案内
しごとを探している方のためのセミナー・就職面接会等

P２
P3
P 4
P 5
P 6

※初めて東京しごとセンター・東京しごとセンター多摩をご利用の方は、事前に利用者登録をしていただきます。
※セミナー等の募集は、原則として、先着順での受付となります。
※記載されているセミナーは、中止または延期等の場合があります。必ず、　　で最新情報をご確認ください。
※一部のセミナーは　　から申し込み可能です。

東京しごとセンター 　https://www.tokyoshigoto.jp
東京しごとセンター多摩 　https://www.tokyoshigoto.jp/tama/

東京しごとセンター

▲

東京しごとセンター多摩

▲

　ライフ・ワーク・バランスの実現に向けた総合展です。専門家等に
よる講演やパネルディスカッション、ブース展示など役立つ情報が
盛りだくさんです。認定企業の授与式も開催します。
リアル展示会 （一部LIVE配信あり）
　[日時] ２月６日(木) 10時～18時
　[場所] 新宿住友ビル三角広場
オンライン展示会（バーチャル展示会）
　[期間] ２月14日(金)～３月７日（金）

　家庭と仕事の両立に関し優れた取組を実施してい
る企業との合同就職面接会です。女性の活躍を応援
する著名人によるトークショーもあります。
〔日時〕 ２月6日（木）～8日（土）
 第１部：10時～13時 トークショー：13時15分～14時
 第２部：14時～17時
〔会場〕 新宿住友ビルB２・B1F 新宿住友ホール

TOPICS カスタマーハラスメント防止対策シンポジウムを開催します !
 ～ 2月はカスタマーハラスメント防止対策月間です～
カスタマーハラスメント防止対策シンポジウムを開催します !
 ～ 2月はカスタマーハラスメント防止対策月間です～

◆東京しごとセンター（千代田区飯田橋3-10-3）のセミナー・就職面接会等
対象 講習・セミナー名 内　容 日　時 会　場 定員 申 込 先

34歳以下 とうきょうJOBフェスタ
事前準備なしでも安心して参加でき
る企業説明会。後日、企業見学会も
開催。

２月28日（金） 
11時30分～15時45分 東京しごとセンター 40人 ヤングコーナー

03（5211）6351

全年齢

デジタル・ビジネス
スキル習得支援事業 
「飯田橋2週間コース」就職に向け、オンラインツールやノーコード/ローコード開発など

の習得を目指す講座。
3月12日(水)～26日(水) 
9時30分～16時

飯田橋センタービル4階
（千代田区飯田橋１-12-7） 20人 デジタル・ビジネス

スキル習得支援事業
事務局 
0120-038-031同「立川2週間コース」 ふどうやビル10階 

（立川市曙町２-10-1） 15人

ローコードによる
アプリ作成スキル
習得支援事業 
「3月コース」

早期の就職を目指し、ノーコード/
ローコードによるアプリ作成スキル
を習得する講座。

3月12日(水)～26日(水) 
9時30分～18時

TKP 新宿西口カンファ
レンスセンター
（新宿区西新宿 1-10-1  
ヨドバシ新宿西口駅前ビル）

25人
ローコードによる
アプリ作成スキル
習得支援事業事務局 
050（4560）3828

◆東京しごとセンター多摩（立川市柴崎町3-9-2  3階)のセミナー・就職面接会等
対象 講習・セミナー名 内　容 日　時 会　場 定員 申 込 先

34歳以下

既卒等若年者向け 
就職面接会 in 立川

各部５社程度参加の就職面接会。書
類選考なしで面接可能。ジョブコー
ディネーターのサポート有。

2月20日（木） 
午前の部 
11時30分～13時30分 
午後の部
14時30分～16時30分

東京しごとセンター多摩 各部
20人

東京しごとセンター
多摩
イベント・セミナー
予約
042（521）6761

若者と企業の交流会 
 in 調布

参加企業全てのブースを回り、企業
の担当者と気軽に会話。後日、企業
見学会・職場体験も開催。

2月26日（水） 
13時～16時25分

調布クレストンホテル 
（調布市小島町１－３８－１） 30人

全年齢

就職面接会 in 清瀬
参加企業20社程度。書類選考なし
で複数の企業と面接ができる。就
職支援アドバイザーが常駐。

2月13日（木） 
1部　10時～12時 
2部　14時～16時

清瀬市生涯学習センター 
（清瀬市元町1-2-11 
アミュービル）

各部
50人

面接対策セミナー 
in 府中

「職業興味テスト」で、〝適職〟を発見！
自分にふさわしい仕事や働き方を
みつける。

2月19日（水） 
14時～16時 府中市市民活動

センタープラッツ 
（府中市宮町 1-100 
ル・シーニュ）

30人

就職面接会 in 府中
参加企業20社程度。書類選考なし
で複数の企業と面接ができる。就
職支援アドバイザーが常駐。

2月27日（木） 
1部　10時～12時 
2部　14時～16時

各部
50人

おしごと応援フェア  
in 多摩市

就職支援セミナー・相談・企業面
接会等を1日で実施するイベント。
年齢層問わず気軽に参加可能。

2月18日(火) 
11時～16時15分

パルテノン多摩 
（多摩市落合 2-35） 80人

原　昌登 氏

齊木　茂人 氏島崎　由香 氏

カスタマーハラスメント防止対策シンポジウム

視聴は、TOKYOノーカスハラ支援ナビからお申込みください。
【問合せ先】「令和６年度 ハラスメント防止対策オンラインセミナー」事務局
　　　　　　 050（4560）4708

カスハラの現状と対策について、基礎知識とカスハラ防止条例の意義の観点から企業として
知るべきことを解説します。

様々な立場や視点からカスハラに対しての対策や事例を紹介し、改めてカス
ハラ対策の重要性をお伝えします。また、令和７年４月１日施行となる「東京
都カスタマー・ハラスメント防止条例」についても解説いたします。

～カスタマー・ハラスメントの防止に関する指針（ガイドライン）の策定～

～自分らしい働き方をみつけに行こう～
私らしく働く合同就職面接会

ライフ・ワーク・バランス
EXPO東京 2025
専用ホームページ

私らしく働く合同就職面接会
専用ホームページ

TOKYOはたらくネット

TOKYOノーカスハラ支援ナビ

https://lwb-expo-2025.metro.tokyo.lg.jp/
https://jobfair-woman2025.metro.tokyo.lg.jp/?utm_source=gss&utm_medium=cpc&gad_source=1&gclid=EAIaIQobChMI0em737HgigMVLeQWBR1gKxa3EAAYASAAEgLAOPD_BwE
https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/plan/kasuharashishin/index.html
https://www.nocushara.metro.tokyo.lg.jp/symposium/



